
 

 

 
 

 

     循環経済及び資源効率性トロント行動計画 
過去 10 年間、G7 は循環経済と資源効率性の取組を推進するため、2015 年に発足した G7 資源効

率性アライアンス（G7 ARE）、2024 年に採択された循環型繊維・ファッションに関するアジェンダ（G7 

ACT）、2022 年に採択された資源効率と循環経済に関するベルリン・ロードマップ（2022-2025 年）、

2017 年に採択されたボローニャ・ロードマップ、2016 年に採択された富山物質循環フレームワーク等     

を通じて、重要な対策を講じてきた。本年、G7 議長国カナダとして重要鉱物及び繊維・ファッション分

野において、循環経済に関する技術ワークショップを開催し、これらの優先分野における今後の取組に

資する情報を提供した。 

OECD の推計によれば、循環経済は 2030 年までに最大 4.5 兆米ドルの世界経済成長を創出する     

可能性がある。1循環経済は、概して物質を経済活動において可能な限り長く使用・循環させることを

目指し、一次資源の需要削減、再生可能資源の活用、バリューチェーン全体（採掘・加工から廃棄ま

で）における環境影響の最小化を図ると同時に、未処理または不適切に管理された廃棄物による汚染

（土壌・水・大気を含む）の影響を軽減する。2 

その結果、循環経済と資源効率性は持続可能な成長、開発、競争力に貢献し、環境危機や課題の解

決を支援できる。例えば、国際資源パネルの「世界資源アウトルック」報告書（2024 年）の結果では、

政策介入がなければ、2020 年から 2060 年にかけて物質資源の採取量が 60％近く増加する可能

性があり、この軌道は、採取と環境影響を切り離す強力な措置が取られない限り、非持続可能な慣行

と環境圧力により、さらに悪化しうると強調されている。3さらに、化学物質の適切な管理は循環経済の

横断的要素であり、化学物質や廃棄物の不適切な管理は環境悪化の大きな要因となり、人間の健康

に悪影響を及ぼす。 

G7 は、循環型で資源効率性の高いソリューションが大きな経済的・環境的潜在力をもたらしうる影響

力の大きい分野として、まず繊維・ファッション、プラスチック、重要鉱物・重要原材料を特定した。これ

らの分野は循環経済への大きな機会を提供するだけでなく、差し迫った持続可能性の課題にも直面

し、また資源と環境への多大な圧力を及ぼし続けている。これは、需要と廃棄物の増加が如何にシス

テムに負担をかけるかを示しており、また、サプライチェーンを含む経済の持続可能性とレジリエンスを

高めるための資源効率と循環経済の重要性を強調している。 

循環経済は、再利用・再生品へのアクセスによる費用削減、修理・リサイクルでの雇用創出、予測不可

能なサプライチェーンへの依存を低下させるにことによる企業の回復力強化等、環境・社会・経済面で
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2 Unite d Nat ions  Environm e nt  P rogram m e  (20 24 ). Circular Econom y as  an Enable r for Re s pons ible  
Banking: Le ve raging the  Ne xus  Be twe e n Circularity and Sus ta inability Im pact , Ge ne va . 
3  Unite d Nat ions  Environm e nt  P rogram m e  (20 24 ): Global Re s ource s  Out look 20 24 : Be nd the  
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有意義な利点をもたらす。したがって、G7 は以下の G7 行動計画を採択し、循環経済と資源効率性に

関する取組みを強化する。 

作業方式 
本行動計画は、3 年間（2025-2028 年）を対象とし、影響力の大きい主要分野（プラスチック、繊維

及びファッション、重要鉱物）に焦点を当てつつ、必要に応じて他の関連分野への取組も認める。本作

業は、既存のベルリン・ロードマップや G7 ACT を含む G7ARE の取組を補完・発展させるとともに、ARE

の今後の取組に情報を提供する。また、G20 資源効率性対話や循環経済及び資源効率性に関する

グローバルアライアンス（GACERE）等、既存のグローバル・地域イニシアティブとの協力や相乗効果の

追求にも努める。 

ARE を通じた行動計画の実施は、先住民族、民間セクター、学術界、女性、若者、地域社会やその他

のレベルの政府等のステークホルダーを含むパートナーとの適切、かつ継続的な関与の重要性を反映

している。 

資源の効果的かつ持続可能な管理と循環経済の促進に向け、各加盟国は国、地域、国際レベルで

適切に貢献する。G7 メンバーは、パートナーやステークホルダーとの連携を促進しつつ、G7 ワークショ

ップや ARE 会合への参加・開催に努め、行動計画の実施を促進することが奨励される。 

 

重点分野  
本行動計画に基づく G7 の取組は、循環型かつ資源効率性の高い解決策が経済的・環境的に大きな

可能性を秘める以下の重点分野において、ライフサイクル全体を通じたアプローチに焦点を当てる。こ

れらの分野が本作業の主たる対象となるが、ベルリンロードマップに基づき、いかなる活動や他のセクタ

ーや分野を排除するものではない。 

● 重要鉱物・重要原材料：エネルギー需要の拡大に伴い、重要鉱物・重要原材料は経済成長と

安全保障、サプライチェーンの強靭性、エネルギー安全保障、持続可能性に不可欠である。

経済の強靭性向上、責任ある採掘の促進、生態系への圧力の緩和、廃棄物の経路からの回

収・リサイクルによる資源効率性の改善と材料需要の充足を図るためには、重要鉱物のライフ

サイクル全体を通じた循環経済の取組を強化する必要がある。 G7 メンバーは、重要鉱物に

関する既存の取組との調整と補完性を確実にし、重複を避け、本行動計画が循環経済と資源

効率性に焦点を当てるよう努める。      

● 繊維・ファッション産業：繊維・ファッション産業をより循環型のビジネスモデルへ移行させること

で、2030 年までに世界で 7,000 億米ドルの経済価値を創出できる可能性がある。4 G7 は、

2024 年のイタリア G7 議長国による「循環型繊維・ファッションに関するアジェンダ」と、2019

年のフランス G7 議長国の下に発足した「ファッション協定」を基盤として、繊維分野における循

環型ソリューションの推進や、リペア・リユース・リサイクル・回収の促進により、体系的な転換を

 
4  UNEP  (20 23 ). Sus ta inability and Circularity in the  Text ile  Se ctor. 
ht tps ://www.une p.org/re s ource s /publica t ion/s us ta inability-and-circularity-te xt ile -va lue -cha in-
globa l-roadm ap  

https://www.unep.org/resources/publication/sustainability-and-circularity-textile-value-chain-global-roadmap
https://www.unep.org/resources/publication/sustainability-and-circularity-textile-value-chain-global-roadmap
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主導できる。G7 はまた、トレーサビリティツールや持続可能なビジネスモデル、社会的・環境的

責任に関する自主基準等を通じて、バリューチェーン全体における循環性と透明性の強化を

目指す。   

● プラスチック：削減、リユース、リフィル、リペア、再製造、改修、リサイクル、回収のための循環

型で資源効率性の高い解決策、並びにプラスチック製品設計及び拡大生産者責任（EPR）や

その他のコスト回収手段は、プラスチック汚染の削減、価値回収の強化、より持続可能で効率

的な資源利用を可能にするための世界的な行動を推進することができる。G7 メンバーはま

た、UNEP 決議 5/14 のマンデートに従って、プラスチック汚染を終わらせるための法的拘束力

のある国際文書（条約）策定に向けた進行中の議論において建設的な役割を果たすことを含

め、国際協力の強化に取り組むことを約束している。 

行動と活動  
こうした事柄を踏まえ、我々は、特に影響力の大きい分野も含め、資源効率と循環性の強化に向けた

取組     を強化するため、経験、専門知識、優良事例の共有に取り組む。以下に具体的な行動と活動

の例を示すが、これらは網羅的なリストではない。 

G7 内外における技術交流を主導・促進する 

● パートナーやステークホルダーと連携し、優良事例、機会、解決策を共有する。 

● ゴールとターゲットを共有し、指標により進捗を追跡するとともに、方法論とデータの交換を行

う。 

● 3 年間の終了時に進捗状況と得られた教訓をまとめた報告書を作成する。 

● 優先分野に焦点を当てつつも、それに限定されず、ワークショップその他のイベントを開催す

る。 

既存の取組を基盤とする 

● 既存の G7 イニシアティブ、特にベルリン・ロードマップ、 ボローニャ・ロードマップ、富山フレーム

ワーク、重要鉱物セキュリティのための 5 ポイントプラン、G7 重要鉱物行動計画の下で、影響

力の大きなバリューチェーンにおける未完了の行動を含む関連する取組を推進・強化し、また

取組の一貫性を担保する。 

● 国内及び国際的なパートナーやステークホルダーと連携し、循環型繊維及びファッションに関

するアジェンダを実施する。 

● B7 及びその他の民間セクターのステークホルダーやイニシアティブと連携し、循環経済及び資

源効率性原則（CEREP）を推進することで、産業における循環型の慣行を促進する。これは、

循環型ビジネスモデルの支援・拡大と官民連携の強化を目指す政策立案者にとって貴重な指

針となり得る。 
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循環経済と資源効率性の取組を主流化する 

● 既存の枠組みを考慮し、重複を避け、多様なステークホルダーを巻き込み、トレーサビリティツ

ールを統合し、世界的な普及に向けた能力構築を行うことで、主要なバリューチェーン全体で

の循環性と透明性を推進するため、自主基準の相互運用性の強化を共同で促進・模索する。

これには、G7 以外のパートナーとの積極的な関与や、優先的なバリューチェーンにおける循環

性指標等の重要テーマに関する G7 内での知識共有が含まれうる。 

● 関連する国際フォーラムにおいて、議論の中で循環経済と資源効率性の施策や便益を強調

し、成果に組み込むことで、これらの施策・便益への注目を促す。  

● すべての国に対し、関連政策の策定・実施に循環経済と資源効率性を統合し、消費者の意識

向上を図り、効率的な資源利用にインセンティブをあたえる手法について共有・交換するよう奨

励する。 

研究開発を支援する 

● B7 や関連する官民連携との継続的な関与等を通じ、製品ライフサイクル全体にわたる循環

型・資源効率的な措置に関する研究とイノベーションを促進する。 

● 持続可能な官民の調達基準や実践に関する情報交換を推進し、循環型・資源効率的な製

品・技術・施策への投資拡大を促す明確な市場シグナルを提示する。 

● 情報管理、アドボカシー、意識啓発の仕組みを強化し、学習、イノベーション、協力、情報交換

の環境を整え、国内における資源効率的な循環経済施策を推進する。 
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